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第31回全国市民オンブズマン大阪大会2024

ＮＰＯ法人 情報公開市民センター 内田隆

自民党愛知県連
政治資金収支報告書調査を踏まえて

頑張れば、パーティー券や政策活動費、政党
支部間の資金移動の食い違いを見つけられる

選管ホームページ掲載３年のみは短すぎる

 PDF開示だけでなく、デジタルで公開してほ
しい
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愛知県選管ページに「収支報告書」概要が
掲載

政党全支部の収入合計、党費合計、寄附合計
などが記載

愛知県選管
「システムに入力」

「政治資金関係申請・届出オンラインシス
テム」とは
 2005年以降総務省が約36億円投じて「ネット経由で
政治資金収支報告書を提出出来る」システム整備

国会議員関係政治団体 利用率1.13％

「システム」を利用して収入・支出の概要把握に活
用している選管も

愛知・神奈川・鳥取県選管に請求

→全国情報公開請求
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開示された愛知県「システム」

「システム」全国情報公開請求

 24/3/25 各都道府県選管＋総務省

『平成16年～令和４年分 政治資金収支報告書』内
容をシステムに入力した電磁的記録（2024年3月25
日現在）
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「システム」開示結果

不存在 4県

告示原稿 19府県

総括表のみ 14都県

総括表と告示原稿 1府

総括表、内訳、資産 9道県

（北海道、青森県、岩手県、宮城県、茨城県、

岐阜県、三重県、鳥取県、佐賀県）

「内訳」には寄付者氏名も

政治資金収支報告書はデジタル化して開示
を

現在のＰＤＦ開示だと分析しにくい

 2024/6/19成立「改正政治資金規正法」

どこまでデジタル化するかは施行令で

決める

各政治団体がデジタル形式で選管に報
告するよう求める
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国立国会図書館インターネット資料収集保
存事業（WARP）
 2010年度からは改正国立国会図書館法により公的機
関のインターネット資料については許諾を得ること
なく収集

「発信者から許諾をいただいた上で」インターネッ
ト経由での閲覧サービスを提供・複写サービスを提
供する

許諾がなければ「国立国会図書館に見に来い」

（複写・写真不可）
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館内限定公開
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ＷＡＲＰ調査

国立国会図書館のみ閲覧可能 15都府県

青森県・岩手県・山形県・東京都・

愛知県（１年のみネット閲覧可能）・

三重県・滋賀県・京都府・奈良県・

島根県・徳島県・愛媛県・福岡県・

宮崎県・沖縄県

許諾文書 開示請求結果

29都道府県と総務省「不存在」

うち「国立国会図書館のみ」としている14都県

（青森県・岩手県・山形県・東京都・愛知県・

三重県・滋賀県・奈良県・島根県・徳島県・

愛媛県・福岡県・宮崎県・沖縄県）で不存在
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許諾文書 開示結果

千葉県 『過去の資料が閲覧できる』
仕組みは、閲覧者の利便性向上に資す
ると思料される

大分県「一般国民のほか県における業
務においても利便性が高まる」

「サイトのファイル容量の節約を

図れる」

★神奈川県 記者発表資料は不利益情報
等公開をとめるものも含まれるため、回
答から除外したい

まとめ

公的機関ウェブは、過去の分も含めて
ネット公開を

万が一非公開にするなら、市民へ説明を

もしくは限定的に非公開を

→市民が公的機関ウェブをもっと

チェックしやすく出来るように

※「システム」詳細は大会資料ＤＶＤに
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